
書式第 12号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

令和 3年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人 セブンスピリット

1事業の成果

前々期から引き続き新型コロナウイルスの影響で、メインの活動である「貧困地域の子どもに対する教育支援事業」を

満足に行うことができず、活動の規模が大幅に縮小されてしまつた。そんななかでも日本とフィリピンとをオンラインでつなぎ、

現地委託スタッフと協力してできる活動を行つた。また、2021年の 12月 16日に大型台風がセブ島を直撃し、大きな

被害が出てしまつたため、日本国内で寄付を募つて被災者に対する支援を行つた。

2022年は日本からフィリピンヘの渡航制限が緩和されることが見込まれるため、これまで 2年間行えなかつた活動の

再開が計画するとともに、もう一度、現地のニーズをしつかりと把握し、より効果の高い活動を行つていきたい。

2事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用【5′610】千円)

(2)その他の事業

定訳に記載
された
事業名

事業内容 日時 賜 調
従事者
人数

受査

対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

被災した子ども
等を対象にした
ふれあい・交流
促進事業

フィリピンのセブ島に住む貧困層の
子どもに音楽・スポーツ教育を行
しV社会で生きる力を育成する

□園
フィリピン・

セブ島
10名

セブ島の貧

困地 域 に

住む子ども

たち

約 200
名

5′ 180

災害被災地域
や貧困に苦しむ
地域等の子ども
達に対する生活
支援・教育支援
事業

セブ島で震災やコロナの影響にあ
つた現地の人々に対して支援物
資の配布を行つた

□爵
フィリピン・

セブ島
10名

セブ島の貧

困 地 域 に

住む子ども

たち

約
響

0 400

貧困問題等の
研究・調査及び
それらの広報事
業

セブ島の貧困地域を訪れる日本
人を対象にスタディツアーを行い、
貧困問題の意識向上を促す

随時
フィリピン・

セブ島
3名

セプ島を訪

れる日本人
約 20名 30

同じ目的を持っ
た̀他の NPO法
人及び団体を支
援する事業

日本の学生有志がセブ島各地の
学校で無料演奏会を行い、音楽
itti自 Fへの団 かりをつくる

随時
フィリピン・

セブ島
0名

セブ島の学

校に通う生

イ走たち

約 0名 0

なし



書式第 13号 (法第 28条関係)

令和 3年度 活動計算書 (その他事業が塗し」場合)

事 業 報 告 用

LSi 珪 l 令  ヨ薗 ′」`言|・ fき
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3′ 021′797

□蜃墓罰ヨロ 100′ 000

回薫 :コロ 204′000

受取利息

〔B】 澤 冒 目 用

■EI:ヨ :ヨ

給料手当

業務委託費

寄付金

広告宣伝買

施設利用料

通信費

新聞図書費

200′000
4′ 785,000
495,000
106′ 700

i`L」 .a

広告宣伝費
旅費交通費
交際費
会議費
通信費
事務用品費
諸会費
支払手数料
租税公課
支払報酬料
支払利息

67′430
65′680
20′064
2,310

22′534
4′ 290
2′200

79′750
220

140′ 250
3′ 165

征 妻馴 744′ 000

目 用 計 6_R06_■ 5`

常 娼 減 額 【A】 ― 【B】 ・ ¨ ① 3■0_0■

調 経 常 外 増 減 額 【C D ・ ・
。

②

『



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 3年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 セプンスピリット

現金預金

未収金

棚卸資産

2′ 532′455
634′800

【A】資 産 合 計 ①+② 3′ 1

負 債 の 部

雁]I覇「]

未払金

86′429
86′429

１
■
　

　

　

　

　

　

．

長期借入金 3′ 000′000
3′000′000

:」:::|[」 lllllli:::::liil:i主 _二・二」CL____________二__二__________________________________________ F10111011101i

計 0+0 3_086.429
菫 の 部

1.410.85フ画懸駆薯コ
口 [[1澪;,Ii:1 …1.330.031

Rn_Rフ |

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 3′ 16フ′255
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書式第 16号 (法第 28条関係 )

令和3年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人セブンスピリット

重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO法 人会計基準 (2010年 7月 20日 2017年 12月 12日最終改正 NPO法 人会計

基準協議会)によつています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

棚卸資産はございません

(2)固定資産の減価償却の方法

固定資産はございません

(3)引当金の計上基準

引当金:はございません

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

施設の提供:等の物的サービスはございません。

(5)消費税等の会計処理

消費税の会計処理は、税込方式によっています。

2.事 業別損益の状況

(単位 :円 )

1.受取会費

2.受取寄附金

3.受取助成金等

4.事業収益

5.その他収益

経常収益計

Ⅱ 経常費用

(1)人件費

給料手当

役員報酬

法定福利費

福利厚生費

人件費計

(2)その他経費

業務委託費

寄付金

通信費

広告宣伝費

施設利用料

会議費

旅費交通費

交際費

減価償却費

事務用品費

新聞図書費

支払手数料

170′000
4′ 385′ 000

12′ 124
495′000
106′700

30′000
400′000

200′ 000

12′

106′

744′ 000
133′493

877′493

200′ 000
4′785′ 000

34′ 658
562′430
106′700

2′310
65′ 680
20′ 064

4′290
12′ 146
79′ 750

『
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『
ｊ

■
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フ
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フ
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4′

22′ 534
67′430

2′310
65′ 680
20′ 064

4′ 290

合計科 目 事業部門計 管理部門

1′ 027′240 3′ 021′797
204′ 000

11

100′000
2′ 240′ 517

11

100′000
5′ 262′ 314

204′ 000

１

■

■
■ 797 Ｆ

Ｄ

12′ 146 12′ 146
79′ 750



2′200
220

140′250
3′ 165

5′ 180′970 430′000 5′610 970 6′018′863

施設の提供等の物的サービスの受入の内訳

施設の提供等の物的サービスはこれはせん。

使途等が制約された寄附金等の内訳

使途等が制約された寄附金等はございません。

固定資産の増減内訳

固定資産の増減はこれはせん。

6.借 入金の増減内訳

(単位 :円 )

役員及びその近親者との取引の内容

徊:F亀刀贅びその逝碑見者との珈t引 はございません。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事

項
・ 事業費と管理員の接分方法

受取寄付金の臓分は、事業寄付金経費の比で按分しています。

。その他の事業に係る資産の状況

特になし

話会員

租税公課

支払報酬料

支払利息

その他経費計

経常費用計

当期経常増減額

2,200
220

140,250
3′ 165

407,893

一
●

4

”
Ｄ

「
′

＾
０

‐
2′

口国西四■□国四口回四四口四ヨ国回田コ国
ロロコ四 |■爾認徊 口呻 田 四 回

科 目 期首残高 当期借入 当期返済 期末残高

合計

ｎ
〉 3,000,000 ｎ

） 3′ 000′ 000
ｎ
） 3′000,000 ｎ

） 3′ 000′ 000



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和 3年度 財産目録

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人セプンスピリット

Lゞ 1 目 金  額 合  計

現金預金

手元現金

みずほ銀行普通預金

2′ 532′ 455

2′047 ｒＤ
７
′

西武信用金庫普通預金

未収金

0

ソフトウェア

3

【A】資 産 合 計 ①+② 3′ 167′ 255

】 負 債 の 部

晨.」I=111

86.429

86′429

預り金

未払金
クレジットカード

自 個 合 計 ・ o00 【:II■【シ
=】

F―訴ヨll

3′000′000
長期借入金

日本政策金融公庫 借入金

【B-1】負 債 合 計 ③+④

【B-2】正 味 員オ産 合 計 【A】 ―【B-1】 80′ 826



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和3年度年間役員名簿 」]茸露席躙翼塩i寵1溜蹂1亀群
所又は居所並にれら

特定非営利活動法人 セブンスピリット

1確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

日以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

日各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2役員一覧

役 名

どちらかに○

(フリガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)氏   名

1 ○理事・監事

ワナカヒロアキ 令和3年 1月 1日

令和3年 12月 31日

令和3年 1月 1日

令和3年 12月 31日ヨ中 宏明

2 ○理事。監事

リカイタツヒロ 令和3年 1月 1日

令和3年 12月 31日

年 月  日

年  月 日酉丼 達弘

3 ○理事・監事

ゴシマケイスケ 令和3年 1月 1日

令和3年 12月 31日

年 月 日

年  月 日五島 慶介

4 理事。○監事 'ヽ

ネダヨシノブ 令和3年 1月 1日

令和3年 12月 31日

年 月 日

年  月 日]コ田 嘉伸

5 理事。○監事

年  月  日

年 月  日

年 月  日

年 月 日

6 理事。監事

年 月  日

年 月  日

年  月  日

年1 月 日

フ
′

理事。監事

年: 月 日

年  月 日

年  月 日

年  月 日

ｎ
）

理事。監事

年 月 日

年  月  日

年 月 日

年 月 日

9 理事・監事

年 月  日

年  月  日

年 月  日

年 月 日

10 匹EI耳ヨ

年  月  日

年: 月  日

年  月  日

年 月 日



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係)

設立・事業報告用

ネ土員 名 簿  (社員のうち10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人 セブンスピ:"ト

氏  名

1

ヨ甲 冠明

つ
乙

酉丼 運 弘

3

互昌 慶介

4

ヨ甲li取則

5

ヨ甲 千奈美

０́

ヨ中 恵美子

フ
′

夏武 売平

Ｒ
）

末広 学

9

旧l県 :切

10

貯木 睦生

11

12


